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移転価格税務調査の最新動向について 

 

お客様各位 

平素より格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。 

タイ移転価格に関する最新アップデートになります。 

本年に入り、非常に多くのお客様より、「移転価格調査が開始される旨の連絡が税務署より届いた」というご相談を頂い

ております。  

近年、タイ歳入局（Thai Revenue Department、以下「TRD」）による移転価格調査は、税収確保を明確な目的とし

て本格化しており、その対象範囲と深度は急速に拡大しています。昨年 7月発行のニュースレター「タイ歳入局の最新動

向について」においてご案内した通り、TRDは移転価格を「重要な税収源」の一つとして位置付け、高い税収目標の達成

に向け、グループ内取引を有する企業を広範に洗い出した上で、計画的な調査を進めていました。 

実際に本年に入り、業種や企業規模を問わず、非常に多くの企業宛に移転価格調査開始に関する招集通知（インビテ

ーションレター）が税務当局より送られています。正確な数字は把握できておりませんが、バンコクのほか、アユタヤ、チョン

ブリ、ラヨーン県等を中心に、TRDで何らかの指標を設けその基準の合致した企業に対して本レターが送られているようで

す。これまで移転価格調査の対象となっていなかった企業や、過去に大きな指摘を受けていない企業であっても、突如とし

て移転価格調査に着手される可能性が高まっており、「自社は大丈夫」とは言い切れない状況となっています。今後の対

応や留意点につきましては、弊社での分析が完了し次第、ニュースレターまたはセミナー形式にて順次情報を共有させてい

ただく予定です。まずは、皆様の会社において、このようなレターが TRD より送付されている事実につき、日本人マネジメン

トの皆様の耳に入るよう、社内での周知徹底をお願いいたします。   

※「招集通知（インビテーションレター）」とは、税務調査の開始を目的とする対象税目および対象年度が明記されたレタ

ーとして TRDから発行される文書を指します。タイにおいては、日本と異なり定期的に税務調査が行われるケースは比較
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的少なく、TRDがすでに潜在的な税務上の指摘事項を把握している納税者に対してこの招集通知が送付されることが多

いというのが特徴です。 

 

  

本ニュースレターの内容や、貴社グループにおける具体的な影響につきご懸念・ご質問がございましたら、弊社担当者までお

問い合わせください。 
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